
告 示

�愛媛県告示第４２０号
行政書士法（昭和２６年法律第４号）第４条の４第２項の規定によ

り、指定試験機関から次のとおり名称の変更の届出があった。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定試験機関の名称

変更前 財団法人行政書士試験研究センター

変更後 一般財団法人行政書士試験研究センター

２ 変更年月日

平成２５年４月１日

�������
�愛媛県告示第４２１号
愛媛県公の施設の設置及び管理に関する条例（昭和３９年愛媛県条

例第２号）第１２条第２項の規定により、公の施設の指定管理者から

次のとおり名称の変更の届け出があった。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 公の施設の名称

愛媛県男女共同参画センター

２ 指定管理者の名称

変更前 財団法人えひめ女性財団

変更後 公益財団法人えひめ女性財団

３ 変更年月日

平成２５年４月１日

�������
�愛媛県告示第４２２号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号。

以下「法」という。）第２９条第１項の規定により指定しようとする

特別保護地区は、次のとおりである。

なお、法第２９条第４項において準用する法第２８条第４項に規定す

る事項は、愛媛県県民環境部環境局自然保護課及び東予地方局産業

経済部森林林業課において告示の日から起算して１４日を経過する日

までの間公衆の縦覧に供する。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定しようとする特別保護地区

� 名称
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黒瀬ダム鳥獣保護区特別保護地区

� 区域

西条市黒瀬の黒瀬ダムえん堤北端を起点とし、ここから同え

ん堤を南に進み、市道大保木５号線に出て、同市道を西ないし

南東に進み、雨乞谷橋を経て、更に同市道をほぼ西ないし南西

に進み、柳瀬橋南端に至る。ここから同ダムの満水時の貯水線

に沿って、加茂川を上流に進み、同貯水線南端で同川を横切り、

県道西条久万線に出て、同県道をほぼ北西に進み、上の原を経

て、更に同県道を東に進み、起点に至る線に囲まれた区域

� 存続期間

平成２５年１１月１日から平成３５年１０月３１日まで

� 保護に関する指針の案

黒瀬ダム鳥獣保護区のうち、多くのカモ類を含む水鳥が生息

する湖水面を中心に、特別保護地区に指定し、当該地域に生息

している鳥類の生息環境を保全する。

特に、当該区域の湖水面は、トモエガモ（絶滅危惧�類）が
渡来する県内の主要な水面であるため、存続期間内のカモ類の

越冬時期（１０月１日から３月３１日）を特別保護指定区域として

指定し、動力船の使用や野外レクリエーションなどの行為規制

を行う。

２ 意見書の提出等

� 意見書の提出

指定しようとする区域の住民及び利害関係人は、告示の日か

ら起算して１４日を経過する日までの間に、知事に当該特別保護

地区の保護に関する指針の案についての意見書を提出すること

ができる。

� 意見書の提出先

愛媛県県民環境部環境局自然保護課

東予地方局産業経済部森林林業課

�������
�愛媛県告示第４２３号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号。

以下「法」という。）第２９条第１項の規定により指定しようとする

特別保護地区は、次のとおりである。

なお、法第２９条第４項において準用する法第２８条第４項に規定す

る事項は、愛媛県県民環境部環境局自然保護課及び南予地方局産業

経済部森林林業課において告示の日から起算して１４日を経過する日

までの間公衆の縦覧に供する。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定しようとする特別保護地区

� 名称

滑床成川鳥獣保護区特別保護地区

� 区域

宇和島市所在の国有林２０６１林班ほ小班、２０６２林班中は及びに

の各小班、２０６３林班中と、ち及びぬの各小班、２０６４林班と小班、

２０６５林班中い、ろ、ほ及びへの各小班、２０６６林班ろ小班、２０６７

林班ろ小班、２０６８林班ろ小班並びに２０６９から２０７１までの各林班

の区域

� 存続期間

平成２５年１１月１日から平成３５年１０月３１日まで

� 保護に関する指針の案

滑床成川鳥獣保護区のうち、滑床渓谷周囲の特に良好な鳥獣

の生息環境となっている区域について特別保護地区に指定し、

当該地域に生息する鳥類の生息環境を保全する。

また、滑床渓谷周辺の鳥獣の生息地の環境を適切に保持し、

鳥獣の生息環境に著しい影響を及ぼすことのないよう留意する。

２ 意見書の提出等

� 意見書の提出

指定しようとする区域の住民及び利害関係人は、告示の日か

ら起算して１４日を経過する日までの間に、知事に当該特別保護

地区の保護に関する指針の案についての意見書を提出すること

ができる。

� 意見書の提出先

愛媛県県民環境部環境局自然保護課

南予地方局産業経済部森林林業課

�������
�愛媛県告示第４２４号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）

第２９条第４項において準用する同法第２８条第６項の規定に基づき、

次のとおり公聴会を開催する。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 平成２５年５月１３日（月）午前１０時

２ 場所 西条市喜多川７９６－１

東予地方局５階第１会議室

３ 案件 次の特別保護地区の指定

� 名称 黒瀬ダム鳥獣保護区特別保護地区

� 区域 西条市黒瀬の黒瀬ダムえん堤北端を起点とし、ここか

ら同えん堤を南に進み、市道大保木５号線に出て、同市

道を西ないし南東に進み、雨乞谷橋を経て、更に同市道

をほぼ西ないし南西に進み、柳瀬橋南端に至る。ここか

ら同ダムの満水時の貯水線に沿って、加茂川を上流に進

み、同貯水線南端で同川を横切り、県道西条久万線に出

て、同県道をほぼ北西に進み、上の原を経て、更に同県

道を東に進み、起点に至る線に囲まれた区域

� 存続期間 平成２５年１１月１日から

平成３５年１０月３１日まで

４ その他 公聴会開催に関する問合せ先は、次のとおり。

東予地方局産業経済部森林林業課

（電話 ０８９８－６８－７４３８）
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�愛媛県告示第４２５号
鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）

第２９条第４項において準用する同法第２８条第６項の規定に基づき、

次のとおり公聴会を開催する。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 日時 平成２５年５月３１日（金）午前１１時

２ 場所 宇和島市天神町７－１

南予地方局７階第１会議室

３ 案件 次の特別保護地区の指定

� 名称 滑床成川鳥獣保護区特別保護地区

� 区域 宇和島市所在の国有林２０６１林班ほ小班、２０６２林班中は

及びにの各小班、２０６３林班中と、ち及びぬの各小班、２０

愛 媛 県 報平成２５年４月１９日 第２４６３号
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６４林班と小班、２０６５林班中い、ろ、ほ及びへの各小班、

２０６６林班ろ小班、２０６７林班ろ小班、２０６８林班ろ小班並び

に２０６９から２０７１までの各林班の区域

� 存続期間 平成２５年１１月１日から

平成３５年１０月３１日まで

４ その他 公聴会開催に関する問合せ先は、次のとおり。

南予地方局産業経済部森林林業課

（電話 ０８９５－２２－３１６３）

�������
�愛媛県告示第４２６号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４２７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フジ西条玉津店 西条市玉津５６４番１
外 駐車場の位置及び収容台数 ２５７台 ３０８台 平成２５年

１２月６日
平成２５年
４月５日

駐輪場の位置及び収容台数 １６０台 ９２台

荷さばき施設の位置及び面積 ４６０� ８４６�

廃棄物等の保管施設の位置及
び容量 ７５� ９４�

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

午前９時から午後１０
時まで

午前９時から午前５
時まで

平成２５年
６月１日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前８時４５分から午
後１０時１５分まで

午前８時４５分から午
前５時１５分まで

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ２箇所 ３箇所

荷さばき施設において荷さば
きを行うことができる時間帯

午前６時から午後６
時まで

午前６時から午後１０
時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４２８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

社会医療法人石
川記念会
ＨＩＴＯ病院

四国中央市上分町７８８番
地１

社会医療法人石
川記念会

平成２８年
３月３１日
まで

愛 媛 県 報平成２５年４月１９日 第２４６３号
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�愛媛県告示第４２９号
国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第６条の３第２項に規定す

る平成２５年度の事業計画及び調査成果のシステム化の実施のための

同年度における事業計画を次のとおり定めた。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第４３０号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

四国中央市 新瀬川１１ 平成２３年度から
平成２４年度まで

四国中央市の
地籍図及び地籍簿

四国中央市 三島中之庄金子 平成２３年度から
平成２４年度まで

四国中央市の
地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成２５年４月１９日

�������
�愛媛県告示第４３１号
次の保安林の指定施業要件を変更する旨の通知を受けたから、森

林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第

３０条の規定により告示する。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

宇和島市津島町下畑地庚１１２の１、庚１１２の２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び宇和

島市役所に備え置いて縦覧に供する。）
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�愛媛県告示第４３２号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

マルナカ宇和島店 宇和島市保田字若藤
甲８４１番地２

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ２箇所 ２箇所 平成２５年

４月２７日
平成２５年
４月１０日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに宇和島市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

調査を行う
者 の 名 称 調 査 地 域 調 査 期 間 摘 要

松 山 市

土居地区
今在家地区
星岡地区
天山地区
来住地区
柳谷地区
河中地区

平成２６年３月３１日まで
〃
〃
〃
〃
〃
〃

地籍調査
〃
〃
〃
〃
〃
〃

八 幡 浜 市
日土町の一部
八幡浜の一部
日土町の一部

平成２６年３月３１日まで
〃
〃

地籍調査
〃 （概況調

査）
数値情報化

西 条 市
中野の一部、洲之
内の一部
中野の一部、津越
の一部

平成２６年３月３１日まで

〃

地籍調査

数値情報化

上 島 町 魚島一番耕地の一
部 平成２６年３月３１日まで 地籍調査

愛 媛 県 報平成２５年４月１９日 第２４６３号

３３７
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その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局土木事務所及び市

役所において縦覧に供する。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

宮川北

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱２０号までを順次

結んだ線及び標柱２０号と標柱１号を国道３１９号東側官民境界線で結

んだ線に囲まれた区域

�愛媛県告示第４３３号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通

知があった。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 基本測量（精密地形調査）

２ 作業期間 平成２４年３月１４日から

平成２５年３月３１日まで

３ 作業地域 松山市、今治市、宇和島市、八幡浜市、新居浜市、

大洲市、伊予市、西予市、上島町、松前町、伊方町

�������
�愛媛県告示第４３４号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、松山市長から次のとおり公共測量が終

了した旨の通知があった。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（ＭＭＳ測量）

２ 作業期間 平成２４年１２月２１日から

平成２５年３月２９日まで

３ 作業地域 松山市

�愛媛県告示第４３５号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４３６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

市 町 地 番 標 柱

四国中央市 新宮町 新宮 １０５９番 １号

１０６５番 ２号

１０７１番 ３、４号

９９７番 ５、７号

１０７３番 ６号

９８６番 ８号

９８５番 ９号

９８４番 １０号

９７８番 １１号

９７９番１ １２、１３、１４号

９８２番 １５号

９９５番 １６号

１００６番 １７号

１００５番 １８号

１０６４番 １９、２０号

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２０）第１５５０９号 平成２１年
３月１１日 星加建設工業� 星加 大作 新居浜市横水町１１－３３ 平成２５年

３月１１日
土木工事業、建築工事業
電気工事業、管工事業
消防施設工事業

建設業の廃止

（般－２１）第１６４９７号 平成２１年
５月２８日 建築工房たかとり �取 �宜 今治市宮窪町宮窪６０４８－

１
平成２５年
３月１５日 建築工事業 建設業の廃止

（般－２０）第１４００４号 平成２０年
５月１８日 聖設備 村上聖史朗 今治市東村甲３８０－４ 平成２５年

３月２７日
土木工事業
水道施設工事業
消防施設工事業

建設業の廃止
（一部）

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２２）第９８０１号 平成２２年
５月２１日 �倉田ラジオ店 倉田スミエ 北宇和郡松野町大字松丸

２２３
平成２５年
３月１３日

電気工事業
消防施設工事業 建設業の廃止

（般－２１）第２８５１号 平成２２年
２月２２日 大濱漁業� �田 憲志 南宇和郡愛南町中浦７７０ 平成２５年

３月２６日 管工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－２３）第８１７５号 平成２４年
３月２９日 �日吉建材運輸 宮崎 友明 北宇和郡鬼北町大字上鍵

山２３４
平成２５年
３月２７日 建築工事業 建設業の廃止

（一部）

愛 媛 県 報平成２５年４月１９日 第２４６３号
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公 告
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�公 告

毒物劇物取扱者試験の実施について

愛媛県毒物劇物取扱者試験規則（昭和２６年愛媛県規則第２６号）第

４条第１項の規定により、平成２５年毒物劇物取扱者試験を次のとお

り実施する。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 試験の日時

平成２５年７月８日（月）１３時３０分

２ 試験の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁

３ 受験願書の提出期間

平成２５年５月２０日（月）から２４日（金）まで。ただし、郵送に

よる場合は、同日までの消印のあるものは、受け付ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

住所地を管轄する保健所（松山市の区域にあっては、中予保健

所。以下同じ。）又は愛媛県保健福祉部健康衛生局薬務衛生課。

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

なお、この公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の適用

を受ける調達に係るものである。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

ヘリコプター１２ヶ月定期点検整備

� 業務名及び数量

ヘリコプター１２ヶ月定期点検整備 １式

� 業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

（アグスタ式Ａ１０９Ｅ型（ＪＡ０３ＥＰ））

� 実施期間

契約締結の翌日から平成２５年７月３１日まで

� 業務の履行場所

仕様書による。

� 入札方法

入札金額は、ヘリコプター１２ヶ月定期点検整備に係る一切の

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年４月１９日

愛媛県知事 中 村 時 広

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年４月１日 ＮＰＯ法人 シン 永 木 文 枝 松山市土居田町５８３番地 この法人は、すべての地域住民と介護が必要な
高齢者に対して、長屋の縁側のような地域ふれ
あい活動、介護予防・介護に関する事業を行い、
生まれ育った町で生き生きと元気に自分らしく
暮らせるまちづくりと福祉の増進に寄与するこ
とを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２５年４月５日
特定非営利活動法人
スペシャルオリンピックス日本・
愛媛

立 川 百 恵 松山市拓川町３番地４４号
この法人は、米国ワシントン特別区の非営利法
人である「スペシャルオリンピックスインター
ナショナル」（以下「エスオー国際本部」とい
う。）の掲げる使命と目的及び諸規則に基づき、
知的発達障害のある人たち（以下「アスリート」
という。）とコーチ、ボランティアほか一般市
民が、日常のスポーツトレーニングや競技会、
大会、又はレクリエーションプログラムを通じ
て共に成長しながら、アスリートの自立と社会
参加を促進することを目的とする。その目的を
達成するために、この法人はスペシャルオリン
ピックス（以下「ＳＯ」という。）国内本部で
あるＳＯ日本の認証を得て設立し、同本部の定
める地区運営組織基準及び諸規則に基づき運営
し、担当地域全域にその事業を拡大するものと
する。

愛 媛 県 報平成２５年４月１９日 第２４６３号
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選挙管理委員会告示

経費を含めた額を記載すること。

なお、落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、差の端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２３・２４・２５年度の製造の請負等に係る

一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業者で、次の

事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 業務期間の開始までに確実に点検できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 現に法人税、地方税、消費税及び地方消費税並びに社会保険

料を滞納していない者であること。

� 開札をする日において、知事が行う指名停止の期間中でない

者であること。

� 入札の前日までに競争入札参加申請書を提出した者であるこ

と。

３ 入札書の提出場所等

� 関係書類の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付

場所及び問合せ先

愛媛県警察本部会計課管財係

〒７９０―８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話 （０８９）９３４―０１１０

� 入札説明書の交付期限

平成２５年５月２９日（水）１７時１５分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２５年５月３０日（木）１１時００分

愛媛県警察本部 ２階 第一会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則第１３５条から第１３７条までの規定による。

� 契約保証金

愛媛県会計規則第１５２条から１５４条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この入札に参加を希望する者は、競争入札参加申請書（以下

「申請書」という。）を知事に提出し、入札参加資格の確認を

受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 申請書等の受付時期

平成２５年４月１９日（金）から平成２５年５月２９日（水）まで

の執務時間中

※ 必着であれば郵送でも可能

イ 受付場所

３の�に掲げる場所
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：

Aircraft inspection

� １２，２４months inspection

� １００，１５０，２００，４００，８００，１２００ hours inspection

� Japan civil aviation bureau（JCAB）circular No．３―０１０，

etc

Hours change parts

Technical bulletin

Bench check

Overhaul

� Time limit of tender：１１：００ a．m．，３０May２０１３

� Inquiry section regarding notice of tender： Supplides

P ro cu r emen t Se c t i on No．１， F in ance D i v i s i on，

Administration Department，Ehime Prefectural Police

Headquarters，２―２Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７３ Japan

TEL０８９―９３４―０１１０

�愛媛県選挙管理委員会告示第２３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２５年４月１９日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１８５，２９７

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，７０６

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４８，１６３

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数
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３４０



選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，７１６ １４，５７２

南 宇 和 郡 ２０，８１４ ６，９３８

松山市・上浮穴郡 ４２８，９１９ １３８，１５４

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４５，８９９ ４８，６３３

宇和島市・北宇和郡 ８３，６４２ ２７，８８１

八幡浜市・西宇和郡 ４１，７０８ １３，９０３

新 居 浜 市 １０１，７０７ ３３，９０３

西 条 市 ９３，０５８ ３１，０２０

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５４，３６６ １８，１２２

伊 予 市 ３２，０６８ １０，６９０

四 国 中 央 市 ７５，６０２ ２５，２０１

西 予 市 ３５，６８７ １１，８９６

東 温 市 ２８，１１１ ９，３７１

平成２５年４月１９日 発行
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